　　　　　　　　　　　　　　２０１６年 ２月 吉日

都道府県　歯科保健主管課長　　殿
NPO法人 日本むし歯予防フッ素推進会議  
会　長　　　 境  　　脩

  公益財団法人 ８０２０推進財団  　　　 
理事長　　　山科　 　透
一般社団法人 日本学校歯科医会　　　　 
会　長　　　齊藤　 愛夫
WHO 口腔保健協力センター（新潟大学）  
センター長（医歯学系教授）宮﨑　 秀夫

　　 （公　印　省　略） 　　
「集団応用でのフッ化物洗口状況の実態調査」について（お願い）
謹　啓

春寒の候　貴課におかれましては益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。また、前回（２０１４年）の大規模調査、あるいは前々回（２０１２年）の簡易調査等におきましては、ご協力を賜りまして厚く御礼申し上げます。
さて、歯科口腔保健の推進に関する基本的事項「学齢期の歯科疾患の予防における目標」での「具体的指標 ① １２歳児でう蝕のない者の割合の増加：目標値（平成３４年度）６５％」の考え方には、「既にフッ化物歯磨剤の市場占有率ならびに使用者割合ともに約９割に達していること等の背景要因の変化により、今後『う蝕のない者の割合』の上昇傾向は抑制がかかる可能性がある。また、学校における歯・口腔の健康づくりにかかわる保健活動の現状等を踏まえることも必要であると考えられる」と記されています。さらに、２０１３年よりスタートした 健康日本２１（第二次）の歯科・口腔の健康に関する目標の一つに「乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増加」を掲げ、その解説「今後必要となる対策」には「地域格差を含めた健康格差の縮小を目指す必要があり、（中略）フッ化物応用法や小窩裂溝填塞法（シーラント）等のエビデンスが確立しているう蝕予防法について、地域の現状に応じて実施することが求められる」と記載されています。したがって、“施設での集団応用フッ化物洗口”（全国の施設実施率１５％、人数実施率８％：２０１４年３月現在）や、“臨床でのフッ化物歯面塗布”（経験者率６４％：２０１１年１１月現在）が推進されるべきものと考えます。とくにフッ化物洗口は、う蝕予防への優れた費用対効果や安全性から、我が国において急速に普及しつつありますが、未だ地域差が大きい状況です（添付資料参照）。

そこで、今後のフッ化物洗口に関する具体的な目標値を提案するために、別紙によりましてフッ化物洗口状況の実態調査（簡易調査）を実施することとなりました。つきましては、２０１６年５月１５日までに、別紙調査票①をメール添付、ファクシミリまたは下記住所宛にご送付下さいますようにお願い申し上げます。本調査票へのご記入に際し、可能な限り各施設（保育所、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校等）単位でのご記入をお願いいたします。なお、（公財）８０２０推進財団、（一社）日本学校歯科医会、WHO 口腔保健協力センター、NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議（略称：NPO日F会議）共同調査となり、貴課へのご依頼となりました。また、本調査は前々回（２０１２年）と同様に、“簡易調査”（４７都道府県への依頼による調査：施設別の実施施設数、実施人数、実施市町村数等）とさせていただきます。
本調査結果は、我が国における政策提言を行う上で非常に重要な情報で、種々な保健医療団体で活用されております。また本調査結果は、我が国の行政関係者、歯科関係者において、さらにはアジア等、他国における学校歯科保健の取り組みにおいても、大変重要な意味を持つ調査結果であると考えております。
年度末のお忙しい時期とは存じますが、当調査の趣旨をご理解いただき、ご協力を宜しくお願いします。

謹　白
（ 調査票 ① ）
フッ化物洗口実態調査票（ 2016 ）
・集団応用でのフッ化物洗口の実施状況について、ご記入下さい。

記録年月日：2016年　 　月　 　日
	貴都道府県名
	市区町村数
	実施市区町村数
	実施施設数
	実施人数

	
	
	
	
	



	《 2016年3月現在 》
	保育所

	認定こども園
	幼稚園
	小学校
	中学校
	特別支援
学校等

	実施施設数
「認定こども園」での
罫線下段は園の総数
	　  園
	    園
園
	    園
	  校
	  校
	   校

	実施人数
「認定こども園」での
罫線下段は在所児童の総数
	 人
	 人
人
	 人
	  人
	  人
	   人

	実施市区町村数

	　　　 市
　　　 町

　　　 村
	　　　 市

　　　 町

　　　 村
	　　　 市

　　　 町

　　　 村
	　　　 市

　　　 町

　　　 村
	　　　 市

　　　 町

　　　村
	　　　 市

　　　 町

　　　 村

	各市区町村における
全施設での実施の 有・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無
	有 ・ 無


・都道府県健康増進計画等（健康増進法 第8条）でのフッ化物応用について、ご回答下さい。

貴都道府県では「都道府県健康増進計画」が策定されていますか？　　　　　　　　   はい・いいえ

上記「健康増進計画」には、う蝕予防のためのフッ化物応用が記載されていますか？　 はい・いいえ
記載されている場合、そのフッ化物応用法をご回答下さい。   フッ化物配合歯磨剤　 フッ化物洗口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 フッ化物歯面塗布　　他（　　　  ）
・基本的事項（歯科口腔保健の推進に関する法律 第13条）等でのフッ化物応用について、ご回答下さい。

貴都道府県では歯科口腔保健の推進に関する「基本的事項等」が策定されていますか？ はい・いいえ

上記「基本的事項等」には、う蝕予防のためのフッ化物応用が記載されていますか？   はい・いいえ
記載されている場合、そのフッ化物応用法をご回答下さい。   フッ化物配合歯磨剤　 フッ化物洗口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 フッ化物歯面塗布　　他（　　　  ）
　　　　　　　　　　　　　　２０１６年 ２月 吉日

都道府県　歯科保健主管課長　　殿
NPO法人 日本むし歯予防フッ素推進会議  
会　長　　　 境  　　脩

  公益財団法人 ８０２０推進財団  　　　 
理事長　　　山科　 　透
一般社団法人 日本学校歯科医会　　　　 
会　長　　　齊藤　 愛夫
WHO 口腔保健協力センター（新潟大学）  
センター長（医歯学系教授）宮﨑　 秀夫

　　 （公　印　省　略） 　　
集団でのフッ化物洗口状況の実態調査（2016）
ご多用のところ恐縮に存じますが、質問紙調査にご協力下さい。ご不明な点は下記までお問合せ下さい。

《 御記入にあたってのお願い 》
・2016年3月（または2015年度下半期）現在の状況をご記入下さい。
・各施設（保育所、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校等）における集団応用での
フッ化物洗口実施状況について、各施設単位でご記入下さい。なお、調査回答時での

貴圏域内おける「認定こども園」園数ならびに在所児童数の総数を、欄内罫線下段に
併せてご記入下さい。

・調査した記録年月日をご記入下さい。また、該当する箇所は○を付して下さい。
・調査票ダウンロード　URL：http://www.nponitif.jp/newpage220.html
・2016年5月15日までに、メール、ファクシミリ、または下記住所宛にご郵送下さい
ますようお願いいたします。
【 宛先（お問合せ先）】　木 本 一 成
〒238-8580　神奈川県横須賀市稲岡町82　神奈川歯科大学大学院 口腔科学講座 口腔保健学分野内
　　　　　　　　NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議（集団応用フッ化物洗口実態調査担当）
電話：046-822-8862　　  FAX：046-822-8862 　　    E-mail：kimoto@kdu.ac.jp
NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議ホームページURL　http://www.nponitif.jp/

◎ 調査倫理への配慮
調査実施計画

●　個人情報はないが、各行政内の実施市町村、実施施設等の匿名性、秘密保持を遵守する。
●　調査参加を強要しないように配慮する。
●　調査参加者である都道府県、政令指定都市、特別区、中核市、保健所政令市行政の心情に配慮する。
●　依頼事項は、必要不可欠と認められるもののみに限る。
調査参加者の同意について

●　調査参加を強要しないように配慮する。
調査参加の依頼について

●　調査目的、手順、参加方法を説明する。
●　調査に伴う利益と不利益について説明する。
●　質問について、いつでも応えられることを説明する。
●　結果の公表法ならびに都道府県内の実施市町村、実施施設等の匿名性、秘密保持を説明する。
◎ 健康増進法　第8条（都道府県健康増進計画等） 抜粋
（前略）
第8条 　都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の住民の健康の増進の推進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県健康増進計画」という。）を定めるものとする。

２ 　市町村は、基本方針及び都道府県健康増進計画を勘案して、当該市町村の住民の健康の増進の推進に関する施策についての計画（以下「市町村健康増進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。

３ 　都道府県及び市町村は、都道府県健康増進計画又は市町村健康増進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。

４ 　国は、都道府県健康増進計画又は市町村健康増進計画に基づいて住民の健康増進のために必要な事業を行う都道府県又は市町村に対し、予算の範囲内において、当該事業に要する費用の一部を補助することができる。
（後略）
◎ 歯科口腔保健の推進に関する法律　第7条（歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等）、第8条（定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等）、第9条（障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等）、第10条（歯科疾患の予防のための措置等）、第13条（歯科口腔保健の推進に関する基本的事項の策定等：健康増進法第8条 都道府県健康増進計画等との関連）、第14条（財政上の措置等） 抜粋
（前略）
第7条 　国及び地方公共団体は、国民が、歯科口腔保健に関する正しい知識を持つとともに、生涯にわたって日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うことを促進するため、歯科口腔保健に関する知識及び歯科疾患の予防に向けた取組に関する普及啓発、歯科口腔保健に関する国民の意欲を高めるための運動の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。
第8条 　国及び地方公共団体は、国民が定期的に歯科に係る検診を受けること及び必要に応じて歯科保健指導を受けること（以下この条及び次条において「定期的に歯科検診を受けること等」という。）を促進するため、定期的に歯科検診を受けること等の勧奨その他の必要な施策を講ずるものとする。
第9条 　国及び地方公共団体は、障害者、介護を必要とする高齢者その他の者であって定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることが困難なものが、定期的に歯科検診を受けること等又は歯科医療を受けることができるようにするため、必要な施策を講ずるものとする。
第10条 　前3条に規定するもののほか、国及び地方公共団体は、個別的に又は公衆衛生の見地から行う歯科疾患の効果的な予防のための措置その他の歯科口腔保健のための措置に関する施策を講ずるものとする。
（中略）
第13条 　都道府県は、前条第1項の基本的事項を勘案して、かつ、地域の状況に応じて、当該都道府県において第7条から第11条までの規定により講ぜられる施策につき、それらの総合的な実施のための方針、目標、計画その他の基本的事項を定めるよう努めなければならない。
２  前項の基本的事項は、健康増進法第8条第1項に規定する都道府県健康増進計画その他の法  律の規定による計画であって保健、医療又は福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。
第14条　国及び地方公共団体は、歯科口腔保健の推進に関する施策を実施するために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。
（後略）
（ 調査票 ① ）
フッ化物洗口実態調査票（ 2016 ）
・集団応用でのフッ化物洗口の実施状況について、ご記入下さい。

記録年月日：2016年　３月　３０日
	貴都道府県名
	市区町村数
	実施市区町村数
	実施施設数
	実施人数

	○▽◎ 県
	８１
	１１
	１３８
	２３，８６３





	《 2016年3月現在 》
	保育所

	認定こども園
	幼稚園
	小学校
	中学校
	特別支援
学校等

	実施施設数
「認定こども園」での
罫線下段は園の総数
	　  園
５８
	    園
０
２５　
園
	　  園
９
	　  校

５４
	　  校

１７
	　  校

０

	実施人数
「認定こども園」での
罫線下段は在所児童の総数
	 人
２，１７６
	 人
０
８９０　 
人
	 人
４０８
	  人
１４，８７４
	  人
６，４０５
	   人
０

	実施市区町村数

	　  ５ 市

　  ２ 町

　  ０ 村
	　 ０ 市

　 ０ 町

　 ０ 村
	　　４ 市

　　０ 町

　　０ 村
	　　５ 市

　　３ 町

　　２ 村
	　　３ 市

　　２ 町

　　０ 村
	　 ０ 市

　 ０ 町

　 ０ 村

	各市区町村における
全施設での実施の 有・ 無
	
有 ・ 無
	
有 ・ 無
	
有 ・ 無
	
有 ・ 無
	
有 ・ 無
	
有 ・ 無



・都道府県健康増進計画等（健康増進法 第8条）でのフッ化物応用について、ご回答下さい。

貴都道府県では「都道府県健康増進計画」が策定されていますか？　　　　　　　　   はい・いいえ

上記「健康増進計画」には、う蝕予防のためのフッ化物応用が記載されていますか？　 はい・いいえ
記載されている場合、そのフッ化物応用法をご回答下さい。   フッ化物配合歯磨剤　 フッ化物洗口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 フッ化物歯面塗布　　他（　　 　 ）

・基本的事項（歯科口腔保健の推進に関する法律 第13条）等でのフッ化物応用について、ご回答下さい。

貴都道府県では歯科口腔保健の推進に関する「基本的事項等」が策定されていますか？ はい・いいえ

上記「基本的事項等」には、う蝕予防のためのフッ化物応用が記載されていますか？   はい・いいえ
記載されている場合、そのフッ化物応用法をご回答下さい。   フッ化物配合歯磨剤　 フッ化物洗口
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 フッ化物歯面塗布　　他（　 　　 ）

　　　　　　　　　　　　　２０１６年 ２月 吉日

政令指定都市、特別区、中核市、

保健所政令市　　歯科保健主管課長　　殿
NPO法人 日本むし歯予防フッ素推進会議  
会　長　　　 境  　　脩

  公益財団法人 ８０２０推進財団  　　　 
理事長　　　山科　 　透
一般社団法人 日本学校歯科医会　　　　 
会　長　　　齊藤　 愛夫
WHO 口腔保健協力センター（新潟大学）  
センター長（医歯学系教授）宮﨑　 秀夫

　　 （公　印　省　略） 　　
「集団応用でのフッ化物洗口状況の実態調査」について
謹　啓

春寒の候　貴課におかれましては益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。また、標記の前回（２０１４年）大規模調査等におきましては、ご協力を賜りまして厚く御礼申し上げます。
さて、２０１３年よりスタートした 健康日本２１（第二次）の歯科・口腔の健康に関する目標の一つに「乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増加」を掲げ、その解説「今後必要となる対策」には「地域格差を含めた健康格差の縮小を目指す必要があり、（中略）フッ化物応用法や小窩裂溝填塞法（シーラント）等のエビデンスが確立しているう蝕予防法について、地域の現状に応じて実施することが求められる」と記載されています。したがって、“施設での集団応用フッ化物洗口”（全国の施設実施率１５％、人数実施率８％：２０１４年３月現在）や、“臨床でのフッ化物歯面塗布”（経験者率６４％：２０１１年１１月現在）が推進されるべきものと考えます。とくにフッ化物洗口は、う蝕予防への優れた費用対効果や安全性から、我が国において急速に普及しつつありますが、未だ地域差が大きい状況です（添付資料参照）。

そこで、今後のフッ化物洗口に関する具体的な目標値を提案するために、別紙によりましてフッ化物洗口状況の実態調査（４年毎の４７都道府県への依頼による“簡易調査”：各施設別の実施施設数、実施人数、実施市町村数等）を実施することとし、（公財）８０２０推進財団、（一社）日本学校歯科医会、WHO 口腔保健協力センター、NPO法人日本むし歯予防フッ素推進会議（略称：NPO日F会議）の共同調査によって、所轄の都道府県へのご依頼となりました。前回（２０１４年）調査では、情報収集の精度を高めるために、４７都道府県ならびに９３保健所設置市（政令指定都市、特別区、中核市、保健所政令市）行政のご協力を拝し、調査いただきましたが、本２０１６年調査は前々回（２０１２年）と同様に、簡易調査とさせていただきます。なお、“大規模調査”（都道府県・保健所設置市への調査依頼による詳細な調査：フッ化物洗口方法や経費負担等の状況を含む）は、２年後の２０１８年初春に調査依頼する予定です。
つきましては、所轄の都道府県よりご照会があるものと存じますが、何卒ご理解を賜り、ご協力いただきますよう宜しくお願いいたします。なお、都道府県歯科保健主管課には、調査依頼書ならびに別紙調査票①をご送付申し上げ、２０１６年５月１５日までの回答をご依頼申し上げました。また、本調査票へのご記入に際しまして、可能な限り各施設（保育所、幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校等）単位でのご記入をお願いしております。
本調査結果は、我が国における政策提言を行う上で非常に重要な情報で、種々な保健医療団体で活用されております。また本調査結果は、我が国の行政関係者、歯科関係者において、さらにはアジア等、他国における学校歯科保健の取り組みにおいても、大変重要な意味を持つ調査結果であると考えております。
年度末のお忙しい時期とは存じますが、当調査の趣旨をご理解いただき、ご協力を宜しくお願いします。
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あてはまるところに○をつけて下さい。
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